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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-11-1 波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震

評価方針」の耐震評価方針に基づき，下位クラス設備である格納容器機器ドレンサンプが設計

用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認することで，近傍に設置された上位

クラス施設である格納容器床ドレンサンプ及び導入管に対して，波及的影響を及ぼさないこと

を説明するものである。その耐震評価は格納容器機器ドレンサンプの地震応答解析及び応力評

価により行う。 
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胴板 

ラグ 

底板 

2. 一般事項 

 2.1  配置概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.2 構造計画 

格納容器機器ドレンサンプの構造計画を表2-1に示す。 

 

表2-1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

胴を12個のラグで

支持し,さらに胴

は底面で支持され

る。 

格納容器機器ドレ

ンサンプは，格納

容器内の機器ドレ

ンを収集，冷却及

び排出するため，

格納容器床ドレン

サンプに設置され

る構造物である。

周囲設備との干渉

を避けるため，た

て置環状扇形容器

とし，胴板，底板

から構成される。
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2.3 評価方針 

格納容器機器ドレンサンプの応力評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」の

うち 「3.1 構造強度上の制限」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づ

き，「2.2 構造計画」にて示す格納容器機器ドレンサンプの部位を踏まえ「3. 評価部位」

にて設定する箇所において，「4.3 解析モデル及び諸元」及び「4.4 固有周期」で算出し

た固有周期及び荷重に基づく応力等が許容限界内に収まることを，「4. 地震応答解析及び

構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「5. 評価結果」に

示す。 

格納容器機器ドレンサンプの耐震評価フローを図 2-1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1 格納容器機器ドレンサンプの耐震評価フロー 

 

 

 

 

解析モデル設定 

有限要素法モデルの作成 

固有値解析 

地震応答解析 

（設計基準対象施設（Ｂクラス），波及的影響評価（Ｓｓ）） 

地震時における応力 

（設計基準対象施設（Ｂクラス）,波及的影響評価（Ｓｓ）） 

容器の構造強度評価 

設計用地震力 
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2.4 適用基準 

    適用基準を以下に示す。 

(1) 原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補

－1984（日本電気協会） 

(2) 原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１－1987（日本電気協会）   

(3) 原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版（日本電気協会） 

(4) 発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版含む。）） 

ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007）（日本機械学会 2007 年 9 月）（以下「設計・建

設規格」という。） 
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2.5 記号の説明 

記  号 記   号   の   説   明 単 位

Ａｓ 

Ａｓｙ 

ラグの断面積 

ラグの鉛直方向軸に対するせん断断面積 

mm2 

mm2 

Ａｓｚ 

ＣＨ 

ＣＶ 

Ｅ 

ＥＳ 

Ｆ 

Ｆ 

ラグの水平方向軸に対するせん断断面積 

水平方向設計震度 

鉛直方向設計震度（波及的影響評価に適用） 

胴の縦弾性係数 

ラグの縦弾性係数 

設計・建設規格  SSB-3121.1又はSSB-3131に定める値 

設計・建設規格 SSB-3121.3又はSSB-3133に定める値 

mm2 

－ 

－ 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

Ｆｘ 部材に働く引張力 N

Ｆｙ，Ｆｚ 

ƒｔ 

Ｇ 

Ｇs 

部材に働くせん断力 

許容引張応力（ｆｔを1.5倍した値又はｆｔを1.5倍した値） 

胴のせん断弾性係数 

ラグのせん断弾性係数 

N 

MPa 

MPa 

MPa 

Ｍｘ 部材に働くねじりモーメント N･mm

Ｍｙ，Ｍｚ 

ｍ 

ｍo 

部材に働く曲げモーメント 

容器の空質量 

容器の運転時質量 

N･mm

kg 

kg 

Ｓ 

Ｓａ 

Ｓｕ 

設計･建設規格 付録材料図表 Part5 表5に定める値 

胴の許容応力 

設計･建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 

MPa 

MPa 

MPa 

Ｓｙ 

Ｓｙ(ＲＴ) 

 

Ｔ 

Ｔ1 

Ｔ2 

Ｔ8 

ｔ 

設計･建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 

設計･建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める材料の40℃にお

ける値 

温度条件 

固有周期（1次） 

固有周期（2次） 

固有周期（8次） 

胴板の厚さ 

MPa 

 

MPa 

℃ 

ｓ 

ｓ 

ｓ 

mm 

Ｚｓｙ 

Ｚｓｚ 

Ｚｓｐ 

ν 

σｏ 

σφ 

σ１ 

σ１ｘ 

σ１ｙ 

ラグの鉛直方向軸に対する断面係数 

ラグの水平方向軸に対する断面係数 

ラグのねじり断面係数 

ポアソン比 

胴の組合せ一次一般膜応力の最大値 

胴の周方向応力の和 

胴の組合せ一次応力の最大値 

Ｘ方向地震による胴の組合せ一次応力 

Ｙ方向地震による胴の組合せ一次応力 

mm3 

mm3 

mm3 

－ 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 
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記  号 記   号   の   説   明 単 位

σ１φｘ 

σ１φｙ 

σ１ｘｘ 

σ１ｘｙ 

σ２ 

σ２ｘ 

σ２ｙ 

σ２φｘ 

σ２φｙ 

σ２ｘｘ 

σ２ｘｙ 

σφ１ 

σφ２ 

 

σφ３ 

σφ４ 

σφ５ 

σφ６ 

σｘ 

σｘ１ 

σｘ２ 

 

σｘ３ 

σｘ４ 

σｘ５ 

σｘ６ 

σｓ 

σｓ１ 

σｓ２ 

σｓ３ 

σｓ４ 

σｓｘ 

σｓｙ 

τ１ 

τ２ 

τｓ１ 

τｓ２ 

τｓ３ 

τｓ４ 

Ｘ方向地震による周方向一次応力の和 

Ｙ方向地震による周方向一次応力の和 

Ｘ方向地震による軸方向一次応力の和 

Ｙ方向地震による軸方向一次応力の和 

地震力のみによる胴の一次応力と二次応力の和の変動値の最大値 

Ｘ方向地震力のみによる胴の一次応力と二次応力の和の変動値 

Ｙ方向地震力のみによる胴の一次応力と二次応力の和の変動値 

Ｘ方向地震力のみによる周方向一次応力と二次応力の和の変動値 

Ｙ方向地震力のみによる周方向一次応力と二次応力の和の変動値 

Ｘ方向地震力のみによる軸方向一次応力と二次応力の和の変動値 

Ｙ方向地震力のみによる軸方向一次応力と二次応力の和の変動値 

静水頭により胴に生じる周方向応力 

静水頭に鉛直方向地震力が加わり，胴に生じる周方向応力（波及的

影響評価に適用） 

自重による胴の周方向応力 

鉛直方向地震による胴の周方向応力（波及的影響評価に適用） 

Ｘ方向地震による胴の周方向応力 

Ｙ方向地震による胴の周方向応力 

胴の軸方向応力の和 

静水頭により胴に生じる軸方向応力 

静水頭に鉛直方向地震力が加わり，胴に生じる軸方向応力（波及的影

響評価に適用） 

自重による胴の軸方向応力 

鉛直方向地震による胴の軸方向応力（波及的影響評価に適用） 

Ｘ方向地震による胴の軸方向応力 

Ｙ方向地震による胴の軸方向応力 

ラグの組合せ応力の最大値 

自重によるラグの軸方向応力 

鉛直方向地震によるラグの軸方向応力（波及的影響評価に適用） 

Ｘ方向地震によるラグの軸方向応力 

Ｙ方向地震によるラグの軸方向応力 

Ｘ方向地震によるラグの組合せ応力 

Ｙ方向地震によるラグの組合せ応力 

Ｘ方向地震による胴のラグつけ根部に生じるせん断応力 

Ｙ方向地震による胴のラグつけ根部に生じるせん断応力 

自重によるラグのせん断応力 

鉛直方向地震によるラグのせん断応力（波及的影響評価に適用） 

Ｘ方向地震によるラグのせん断応力 

Ｙ方向地震によるラグのせん断応力 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 
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2.6 計算精度と数値の丸め方 

精度は 6 桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2-2 に示すとおりとする。 

 

表 2-2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位

震度 ― 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位

最高使用圧力 MPa ― ― 小数点以下第 2 位

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

 下記以外の長さ mm ― ― 整数位＊1 

 胴板の厚さ mm ― ― 小数点以下第 1 位

面積 mm2 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

力 N 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

注記 ＊1：設計上定める値が小数点以下第 1 位の場合は，小数点以下第 1 位表示とする。 

   ＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

   ＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏

点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て，整数位までの値と

する。 
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3. 評価部位 

格納容器機器ドレンサンプの耐震評価は，「4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法」に

示す条件に基づき，評価上厳しくなる胴板，ラグについて実施する。格納容器機器ドレンサ

ンプの耐震評価部位については，表2-1の概略構造図に示す。 

 

4. 地震応答解析及び構造強度評価 

4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法 

(1) 地震力は，容器に対して水平方向から作用するものとし，原則として，応力評価におい

て組合せるものとする。（ただし，波及的影響評価においては鉛直方向も考慮する。） 

(2) 容器の胴は12個のラグで支持され，ラグはそれぞれサポートに接続され，サポートは，

アンカーボルトにて壁に固定されている。 

(3) 格納容器機器ドレンサンプは，構造が円筒形ではないため，胴板の応力は三次元のシ

ェル要素を用いて算出し，ラグはビーム要素でモデル化し荷重を算出する。 

ラグの強度評価については，解析結果より得られた荷重を用いて，応力を理論式により

求める。 
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4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

格納容器機器ドレンサンプの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設

の評価に用いるものを表4-1に，波及的影響評価に用いるものを表4-2に示す。 

 

4.2.2  許容応力 

格納容器機器ドレンサンプの許容応力は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方

針」に基づき，設計基準対象施設の評価に用いるものを表4-3，表4-5に，波及的影響

評価に用いるものを表4-4，表4-6に示す。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

格納容器機器ドレンサンプの使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の

評価に用いるものを表4-7に，波及的影響評価に用いるものを表4-8に示す。 
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表 4-1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 
耐震設計上の 

重要度分類 
機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

放射性 

廃棄物の 

廃棄施設 

気体，液体 

又は固体 

廃棄物 

処理設備 

格納容器 

機器ドレン 

サンプ 

Ｂ クラス３容器＊ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋ＳＢ ＢＡＳ 

注記 ＊：クラス３容器の支持構造物を含む。 

 

 

表 4-2 荷重の組合せ及び許容応力状態（波及的影響評価） 

施設区分 機器名称 
耐震設計上の 

重要度分類 
機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

放射性 

廃棄物の 

廃棄施設 

気体，液体 

又は固体 

廃棄物 

処理設備 

格納容器 

機器ドレン 

サンプ 

Ｂ クラス３容器＊ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記 ＊：クラス３容器の支持構造物を含む。 
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表4-3 許容応力（設計基準対象施設）（クラス３容器） 

許容応力状態 

許容限界 

一次一般膜応力 一次応力 

ＢＡＳ 

Ｓｙと 0.6・Ｓｕの小さい方。 

ただし，オーステナイト系 

ステンレス鋼及び高ニッケル

合金については上記の値と

1.2・Ｓとの大きい方。 

Ｓｙ 

ただし，オーステナイト系 

ステンレス鋼及び高ニッケル

合金については上記の値と

1.2・Ｓとの大きい方。 

         

 

表4-4 許容応力（波及的影響評価）（クラス３容器） 

許容応力状態 

許 容 限 界 

一次一般膜応力 
一次膜応力＋ 

一次曲げ応力 

   一次応力＋ 

 二次応力 

一次応力＋二次応力＋ 

ピーク応力 

ⅣＡＳ 0.6・Ｓｕ 左欄の 1.5 倍の値 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は基準地震動Ｓｓ 

のみによる疲労解析を行い，疲労累積係数が

1.0 以下であること。 

ただし，地震動のみによる一次応力＋二次応

力の変動値が 2・Ｓｙ以下であれば，疲労解析

は行わない。 

注記 ＊：2・Ｓｙを超えるときは，弾塑性解析若しくは，設計・建設規格 PVB-3300（PVB-3313 を除く。Ｓｍは 2/3・Ｓｙ 

と読み替える。）の簡易弾塑性解析を用いる。 

 

NT2 補② Ⅴ-2-11-2-10 R0 

1
1
 

＊ 



 

 

 

表4-5 許容応力（設計基準対象施設）（クラス３支持構造物） 

許容応力

状態 

許 容 限 界 

（ラグ） 

一次応力 

組合せ 

ＢＡＳ 1.5・ｆｔ 

注記 ＊：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

 

表4-6 許容応力（波及的影響評価）（クラス３支持構造物） 

許容応力

状態 

許 容 限 界 

（ラグ） 

一次応力 

組合せ 

ⅣＡＳ 1.5・ｆｔ 

     注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：クラス３支持構造物においては，Ｓｙを 1.2・Ｓｙと読み替える。ただし，オーステナイト系ステンレス鋼及び

高ニッケル合金については，本読み替えを行わない。 

＊1 

＊2 

1
2
 

＊ 

NT2 補② Ⅴ-2-11-2-10 R0 

*



 

 

 

表 4-7 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

Ｓｙ(ＲＴ) 

（MPa） 

胴板 SUS304 最高使用温度 105 169 439 205 

ラグ SUS304 最高使用温度 105 169 439 205 

 

表 4-8 使用材料の許容応力評価条件（波及的影響評価） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

Ｓｙ(ＲＴ) 

（MPa） 

胴板 SUS304 最高使用温度 105 169 439 205 

ラグ SUS304 最高使用温度 105 169 439 205 

 

1
3
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4.3 解析モデル及び諸元 

格納容器機器ドレンサンプの解析モデルを図4-1に，解析モデルの概要を以下に示す。 

また，機器の諸元を表4-9に示す。 

 

(1) 格納容器機器ドレンサンプ本体をシェル要素，ラグをはり要素でモデル化する。 

(2) 拘束条件としては，

する。 

(3) 解析コードは，「ＮＸ ＮＡＳＴＲＡＮ」を使用し，固有値，胴板の応力（シェル）及

びラグ（ビーム）より荷重を求める。 

なお，評価に用いる解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，添付書類

「Ⅴ-5-49 計算機プログラム（解析コード）の概要・ＮＸ ＮＡＳＴＲＡＮ」に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4-1 解析モデル 
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表4-9 機器諸元 

項目 記号 単位 入力値 

材質 － － 
SUS304（胴） 

SUS304（ラグ） 

運転時質量 ｍ０ kg  

温度条件 

（最高使用温度） 
Τ ℃ 

105（胴） 

105（ラグ） 

縦弾性係数 

（最高使用温度） 

Ε 

ΕＳ 
MPa 

190000（胴） 

190000（ラグ） 

ポアソン比 ν － 0.3 

要素数 － 個  

節点数 － 個  
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4.4 固有周期 

4.4.1 振動モード図及び刺激係数 

解析コード「ＮＸ ＮＡＳＴＲＡＮ」により求めた固有値解析の結果を表4-10に示

す。 

表 4-10 固有周期（ｓ） 

モード 卓越方向 固有周期 

1 次  Ｔ１＝  

2 次  Ｔ 2＝  

8 次  Ｔ 8＝  

 

モード 振動モード図 
刺激係数 

X方向 Y方向 Z方向 

1次    

2次  

8次 
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4.5 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表4-11, 表4-12に示す。 

「弾性設計用地震動Ｓｄ」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，添付書類「Ⅴ-2-1-7 

設計用床応答曲線の作成方針」に基づく。 

 

表 4-11 設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

（m） 

固有周期 

（s） 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

の1/2又は静的震度 
 基準地震動Ｓｓ 

減衰定数 

（％） 

水平

方向

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向

設計震度
水平 鉛直 

ＣＨ＝   ＣＶ＝－＊２ － － 1.0＊３ － 

注記 ＊1:基準床レベルを示す。 

＊2:Ｂクラスであり，鉛直方向の固有周期が0.05以下のため，鉛直方向震度は考慮しない。 

＊3:添付書類「Ⅴ-2-1-6 地震応答解析の基本方針」に従い，溶接構造物の減衰定数1.0％

を使用する。 

 

表 4-12 設計用地震力（波及的影響評価） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

（m） 

固有周期 

（s） 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
 基準地震動Ｓｓ 

減衰定数 

（％） 

水平

方向

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 
水平 鉛直 

－ － ＣＨ＝  ＣＶ＝ 1.0＊２ 1.0＊２

注記 ＊1:基準床レベルを示す。 

＊2:添付書類「Ⅴ-2-1-6 地震応答解析の基本方針」に従い，溶接構造物の減衰定数1.0％

を使用する。 

 



 

18 

N
T
2
 
補

②
 
Ⅴ

-
2
-
1
1
-
2
-
1
0
 
R
0
 

4.6 計算方法 

4.6.1 胴板 

(1) 静水頭による応力 

静水頭による応力σφ１,σx１ は，三次元シェル要素による解析結果を用いる。 

ただし，波及的影響評価時は，静水頭に鉛直方向地震力が加わり，胴に生じる

周方向応力σφ２，軸方向応力σx２を考慮する。三次元シェル要素による解析結果

を「5. 評価結果」に示す。 

 

(2) 自重による応力 

自重による応力σφ３,σx３ は，三次元シェル要素による解析結果を用いる。 

三次元シェル要素による解析結果を「5. 評価結果」に示す。 

 

(3) 鉛直方向地震による応力 

鉛直方向地震による応力σφ４,σx４は，三次元シェル要素による解析結果を用

いる。 

三次元シェル要素による解析結果を「5. 評価結果」に示す。 

ただし，波及的影響評価時のみ考慮する。 

 

(4) Ｘ方向地震による応力 

Ｘ方向地震による応力σφ５,σx５,τ１は，三次元シェル要素による解析結果を

用いる。 

三次元シェル要素による解析結果を「5. 評価結果」に示す。 

 

(5) Ｙ方向地震による応力 

Ｙ方向地震による応力σφ６,σx６,τ２は，三次元シェル要素による解析結果を

用いる。 

三次元シェル要素による解析結果を「5. 評価結果」に示す。 

 

(6) 組合せ応力 

a. 一次一般膜応力 

σφ ＝   

 

σｘ ＝   

 

 
1 

σo＝    {σφ＋σｘ＋   (σφ－σｘ)2   } 
2 
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b. 一次応力 

(a) Ｘ方向地震時 

σ１φｘ ＝  

（  

σ１ｘｘ ＝   

 
 

1 
σ１Ｘ＝    {σ１φｘ＋σ１ｘｘ＋   (σ１φｘ－σ１ｘｘ)2  ＋4・τ１

2  } 
     2 

 

(b) Ｙ方向地震時 

σ１φｙ ＝  

 

σ１ｘｙ ＝  

 
 

1 
σ１ｙ＝    {σ１φｙ＋σ１ｘｙ＋   (σ１φｙ－σ１ｘｙ)2  ＋4・τ２

2  } 
2 

 

c. 一次＋二次応力 

(a) Ｘ方向地震時 

 

（  

  

（  
 

 
σ２Ｘ＝ {σ２φｘ＋σ２ｘｘ＋   (σ２φｘ－σ２ｘｘ)2  ＋4・τ１

2  } 

 

(b) Ｙ方向地震時 

 

） 

  

 
 
 

σ２ｙ＝ {σ２φｙ＋σ２ｘｙ＋   (σ２φｙ－σ２ｘｙ)2  ＋4・τ２
2  } 
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4.6.2 ラグの応力 

応力計算は，図4-1の解析モデルにて，解析コード「ＮＸ ＮＡＳＴＲＡＮ」を使用し

て行い，引張力Ｆx，せん断力Ｆy，Ｆz，ねじりモーメントＭｘ及び曲げモーメント 

Ｍy，Ｍzを求め，本項に示す計算方法に従って計算する。 

解析コード内では，各部材の局所座標系及び引張力Ｆx，せん断力Ｆy，Ｆz，ねじりモ

ーメントＭｘ及び曲げモーメントＭy，Ｍzの働く向きを以下の図4-2に示すように設定し

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4-2 部材の応力解析モデル 

 

(1) 運転時質量および鉛直方向地震力による応力（波及的影響評価） 

格納容器機器ドレンサンプは，床に直置きである。 

鉛直震度が，1.0(G)を超えているため，鉛直上向きに作用した場合，ラグには軸方向

応力及びせん断応力が生じる。 

軸方向応力及びせん断応力は次式より求まる。 

 
Ｆｘ    Ｍｙ     Ｍｚ 

σｓ１，σｓ2＝       ＋    ＋                              （4.6.2.1） 
Ａs     Ｚsｙ     Ｚsｚ 

 
Ｆｙ  2   Ｆｚ  2   Ｍｘ 

τｓ１，τｓ2＝          ＋      ＋                         （4.6.2.2） 
Ａsｙ    Ａsｚ    Ｚsｐ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

z 

y 

Ｚ方向地震力 

ｘ 

ｙ 
ｚ 
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(2) Ｘ方向地震力による応力 

Ｘ方向地震力が作用した場合，ラグには軸方向応力，曲げ応力，せん断応力が生

じる。 

σｓ３及びτｓ３は式（4.6.2.1）及び式（4.6.2.2）により求める。 
 

(3) Ｙ方向地震力による応力 

Ｙ方向地震力が作用した場合，ラグには軸方向応力，曲げ応力，せん断応力が生

じる。 

σｓ４及びτｓ４は式（4.6.2.1）及び式（4.6.2.2）により求める。 

 

(4) 組合せ応力 

a. 設計基準対象施設 

(a) Ｘ方向地震が作用した場合 

 

σｓｘ＝   (σｓ１＋σｓ３)2＋3･(τｓ１＋τｓ３)2                     （4.6.2.3） 

 

(b) Ｙ方向地震が作用した場合 

 

σｓy＝  (σｓ１＋σｓ４)2＋3･(τｓ１＋τｓ４)2                      （4.6.2.4） 

 

b. 波及的影響評価 

(a) Ｘ方向地震が作用した場合 

 

σｓｘ＝   (σｓ１＋σｓ２＋σｓ３)2＋3･(τｓ１＋τｓ２＋τｓ３)2         （4.6.2.5） 

 

(b) Ｙ方向地震が作用した場合 

 

σｓy＝ (σｓ１＋σｓ２＋σｓ４)2＋3･(τｓ１＋τｓ２＋τｓ４)2           （4.6.2.6） 
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 4.7 計算条件 

応力解析に用いる計算条件は，本計算書の「5. 評価結果」の設計条件及び機器要目に示

す。 

 

4.8 応力の評価 

4.8.1 胴板の応力評価 

4.6.1項で求めた組合せ応力が胴板の最高使用温度における許容応力Ｓａ以下であるこ

と。 

ただし，Ｓａは下表による。 

設計基準対象施設（Ｂクラス評価）における許容応力 

応力の種類 

許 容 応 力 Ｓａ 

弾性設計用地震動Ｓｄの1／2又は静的震度による荷重との

組合せの場合 

一次一般膜応力 

Ｓｙと 0.6・Ｓｕの小さい方。ただし，オーステナイト系 

ステンレス鋼及び高ニッケル合金については上記の値と

1.2・Ｓとの大きい方とする。 

一 次 応 力 
Ｓｙ。ただし，オーステナイト系ステンレス鋼及び高ニッケ

ル合金については上記の値と 1.2・Ｓとの大きい方とする。

 

波及的影響評価（Ｓクラス評価）における許容応力 

応力の種類 
許 容 応 力 Ｓａ 

基準地震動Ｓｓによる荷重との組合せの場合 

一次一般膜応力 設計引張強さＳｕの0.6倍 

一 次 応 力 上記の1.5倍の値 

一次応力と二次応力の和
地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値が設計

降伏点Ｓｙの2倍以下であれば，疲労解析は不要とする。 

 

4.8.2 ラグの応力評価 

4.6.2項で求めたラグの組合せ応力が許容応力ƒｔ以下であること。 

ただし，ƒｔは下表による。 

設計基準対象施設（Ｂクラス評価）における許容応力 

 弾性設計用地震動Ｓｄの1／2又は静的震度による荷重との

組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔ 
ƒｔ＝   ×1.5 
 

 

波及的影響評価（Ｓクラス評価）における許容応力 

 基準地震動Ｓｓによる荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔ ƒｔ＝   ×1.5 

＊
 

Ｆ 

1.5 

1.5 

Ｆ 
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5. 評価結果 

5.1  設計基準対象施設としての評価結果 

格納容器機器ドレンサンプの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に

示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有してい

ることを確認した。 

(1) 耐震評価結果 

耐震評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 



 

 

【格納容器機器ドレンサンプの耐震性についての計算結果】 

 1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機 器 名 称 
耐震設計上の 
重要度分類 

据付場所及び
床面高さ 

（m） 

固有周期（ｓ） 
弾性設計用地震動Ｓｄ 
の1/2又は静的震度 最高使用圧力 

（MPa） 
最高使用温度 

（℃） 
周囲環境温度

（℃） 
液体の比重

（－） 
水平方向 鉛直方向

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

格納容器機器 

ドレンサンプ 
Ｂ    － 静水頭 105  1.00 

 

1.2 機器要目 

ｍｏ 

（kg） 

ｍ 

（kg） 

ｔ 

（mm） 

Ｅ 

（MPa） 

Εｓ 

（MPa） 

Ｇ 

（MPa） 

Ｇｓ 

（MPa） 

Ａｓ 

（mm2） 

Ａｓy 

（mm2） 

Ａｓz 

（mm2） 

  12.0 190000 190000 73100 73100 3.000×103 7.191×102 1.505×103

 

Ｚｓy 

（mm3） 

Ｚｓz 

（mm3） 

Ｚｓp 

（mm3） 

4.690×104 1.340×105 7.838×103

 

Ｓｙ（胴） 

（MPa） 

Ｓｕ（胴） 

（MPa） 

Ｓｙ（ラグ）

（MPa） 

Ｓｕ（ラグ）

（MPa） 

Ｆ （ラグ）

（MPa） 

169 439 169 439 205 
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1.3 計算数値 

 1.3.1  胴板に生じる応力 

 (1) 各荷重による胴板の応力 

                                                                   （単位：MPa） 

供用状態 
静水頭による応力 

鉛直方向地震 

による応力 
自重による応力 

鉛直方向地震 

による応力 

水平方向地震による応力 

Ｘ方向地震時 Ｙ方向地震時 

周方向 軸方向 周方向 軸方向 周方向 軸方向 周方向 軸方向 周方向 軸方向 周方向 軸方向 

Ａ σφ１＝7 σｘ１＝1 － － σφ３＝1 σｘ３＝1 － － － － － － 

Ｂ － － － － － － － － － － － － 

Ｃ 
σφ１＝7 σｘ１＝1 σφ２＝－ σｘ２＝－ σφ３＝1 σｘ３＝1 σφ４＝－ σｘ４＝－ σφ５＝15 σｘ５＝6 σφ６＝3 σｘ６＝1 

－ － － － － － － － τ１＝2 τ2＝0 

Ｄ － － － － － － － － － － 

 

(2) 胴板の組合せ応力 

 （単位：MPa） 

応  力 
組合せ応力 

Ｘ方向地震時 Ｙ方向地震時 

一次一般膜応力（内圧＋自重） 8 8 

一次応力 22 10 
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1.3.2  ラグに生じる応力 

                         （単位：MPa） 

供用状態 
自重に 

よる応力 

鉛直方向地震 

による応力 

水平方向地震による応力 組合せ応力 

Ｘ方向地震時 Ｙ方向地震時 Ｘ方向地震時 Ｙ方向地震時 

Ｃ 
σｓ１＝ 1 －  σｓ３＝ 9 σｓ４＝ 6  σｓｘ＝ 10 σｓｙ＝ 8 

τｓ１＝ 1 － τｓ３＝ 2 τｓ４＝ 3 － － 

 

 

1.4 結論 

1.4.1  固有周期 

（単位：ｓ） 

モード 卓 越 方 向 固 有 周 期 

1次  Ｔ１＝  

2次  Ｔ2＝  

8次  Ｔ8＝  

 

1.4.2  応力 

（単位：MPa） 

部  材 材  料 応  力 
弾性設計用地震動Ｓｄの1/2又は静的震度 

算 出 応 力 許 容 応 力 

胴  板 SUS304 
一次一般膜 σｏ ＝  8 Ｓａ＝  169 

一   次 σ１ ＝  22 Ｓａ＝  169 

ラ  グ SUS304 組 合 せ σｓ ＝  10 ƒｔ ＝  205 
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【格納容器機器ドレンサンプの耐震性についての計算結果】 

 2. 波及的影響評価 

2.1 設計条件 

機 器 名 称 
耐震設計上の 
重要度分類 

据付場所及び
床面高さ 

（m） 

固有周期（ｓ） 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

最高使用圧力
（MPa） 

水平方向 鉛直方向
水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

格納容器機器 

ドレンサンプ 
Ｂ   － －   静水頭 

 

最高使用温度 
（℃） 

周囲環境温度 
（℃） 

液体の比重
（－） 

105  1.00 

 

2.2 機器要目 

ｍｏ 

（kg） 

ｍ 

（kg） 

ｔ 

（mm） 

Ｅ 

（MPa） 

Εｓ 

（MPa） 

Ｇ 

（MPa） 

Ｇｓ 

（MPa） 

Ａｓ 

（mm2） 

Ａｓy 

（mm2） 

Ａｓz 

（mm2） 

  12.0 190000 190000 73100 73100 3.000×103 7.191×102 1.505×103

 

Ｚｓy 

（mm3） 

Ｚｓz 

（mm3） 

Ｚｓp 

（mm3） 

4.690×104 1.340×105 7.838×103

 

Ｓｙ（胴） 

（MPa） 

Ｓｕ（胴） 

（MPa） 

Ｓｙ（ラグ）

（MPa） 

Ｓｕ（ラグ）

（MPa） 

Ｆ （ラグ）

（MPa） 

169 439 169 439 205 
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2.3 計算数値 

 2.3.1  胴板に生じる応力 

 (1) 各荷重による胴板の応力 

                                                                   （単位：MPa） 

供用状態 
静水頭による応力 

鉛直方向地震 

による応力 
自重による応力 

鉛直方向地震 

による応力 

水平方向地震による応力 

Ｘ方向地震時 Ｙ方向地震時 

周方向 軸方向 周方向 軸方向 周方向 軸方向 周方向 軸方向 周方向 軸方向 周方向 軸方向 

Ａ σφ１＝7 σｘ１＝1 － － σφ３＝1 σｘ３＝1 － － － － － － 

Ｂ － － － － － － － － － － － － 

Ｃ － － － － － － － － － － － － 

Ｄ 
σφ１＝7 σｘ１＝1 σφ２＝7 σｘ２＝1 σφ３＝1 σｘ３＝1 σφ４＝12 σｘ４＝5 σφ５＝48 σｘ５＝18 σφ６＝9 σｘ６＝3 

－ － － － － － － － τ１＝6 τ2＝1 

 

(2) 胴板の組合せ応力 

（単位：MPa） 

応  力 

基準地震動Ｓｓ 

組合せ応力 

Ｘ方向地震時 Ｙ方向地震時 

一次一般膜応力（内圧＋自重） 15 15 

一次応力 74 35 

一次＋二次応力 134 55 
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2.3.2  ラグに生じる応力 

                         （単位：MPa） 

供用状態 
自重に 

よる応力 

鉛直方向地震 

による応力 

水平方向地震による応力 組合せ応力 

Ｘ方向地震時 Ｙ方向地震時 Ｘ方向地震時 Ｙ方向地震時 

Ｄ 
σｓ１＝ 1 σｓ２＝ 8 σｓ３＝ 30 σｓ４＝ 20 σｓｘ＝ 38 σｓｙ＝ 35 

τｓ１＝ 1 τｓ２＝ 5 τｓ３＝  6 τｓ４＝  8 － － 

 

2.4 結論 

2.4.1  固有周期 

（単位：ｓ） 

モード 卓 越 方 向 固 有 周 期 

1次  Ｔ１＝  

2次  Ｔ2＝  

8次  Ｔ8＝  

 

2.4.2  応力 

（単位：MPa） 

部  材 材  料 応  力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算 出 応 力 許 容 応 力 算 出 応 力 許 容 応 力 

胴  板 SUS304 

一次一般膜 σｏ ＝  － Ｓａ＝  － σｏ ＝   15 Ｓａ＝  263 

一   次 σ１ ＝  － Ｓａ＝  － σ１ ＝   74 Ｓａ＝  395 

一次＋二次 σ２ ＝  － Ｓａ＝  － σ２ ＝  134 Ｓａ＝  338 

ラ  グ SUS304 組 合 せ σｓ ＝  － ƒｔ＝  － σＳ ＝   38 ƒｔ＝  205 

すべて許容応力以下である。 
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